Ｒ7.7～Ｒ8.6

育成医療給付を申請される方へ

１　申請の手続
下記の①～⑨（該当しないものは不要）の書類などをお持ちの上、原則として治療開始前までに、医療を受けるお子さんの保護者が、岡崎市へ申請してください。
２　必要なもの
① 自立支援医療費（育成医療）支給認定申請書
② 自立支援医療（育成医療）意見書
治療を受ける医療機関で記入してもらってください。
（文書料は医療機関によって異なりますので、医療機関に直接お尋ねください。）
③ 健康保険証
・国民健康保険のかた：住民票上の世帯で受診者と同じ国保に加入している方全員のもの（国民健康保険組合含む）

・被用者保険のかた：受診者本人と被保険者のもの（協会けんぽ、健康保険組合、共済組合、船員保険　等）
　　※健康保険証がお手元にないかたは、資格確認書、資格情報のお知らせ、資格情報画面（マイナポータルから印刷したもの）のいずれかをお持ちください。
④ 申請書に記載した対象者の個人番号が確認できる書類
　　　 通知カード、個人番号が記載されている住民票の写し
又は
　　　　個人番号カード

　⑤ 来所される保護者自身の運転免許証などの身元確認書類
　　　 個人番号カード、運転免許証、旅券（パスポート）、在留カードなどの公的機関が発行した顔つき書類を１点
又は
     健康保険証、国民年金手帳、児童扶養手当証書、医療受給者証などの公的機関が発行した書類を２点以上
⑥ 認印（スタンプ式は不可）

⑦【該当者のみ】高額療養費振込通知書の写し
医療保険の高額医療費を年3回手続きされたかたは提出してください。
⑧【該当者のみ】市町村民税非課税世帯で、障がい年金・遺族年金・福祉年金等を受給している場合は、令和６年のその収入を証明できる書類（証書等）の写し
⑨【該当者のみ】令和7年１月１日以降転入されたかたは、前住所地での市町村区で令和７年度（令和６年分）市町村民税課税（非課税）証明書及び、18歳未満の扶養対象者が分かる資料を添付していただきます。
※ただし、同意書兼承諾書を記入していただくことで省略できる場合があります。
※　世帯の範囲については、裏面の資料をご覧ください。
３　その他
◎ 支給には所得等の要件があります（裏面参照）。確認の上、申請してください。
◎ 課税証明書（非課税証明書）は、市役所及び各支所で発行しています。岡崎市では、税証明交付申請書の使いみち欄の「福祉医療助成」にチェックを入れていただくことで、手数料が無料になります。

◎ 申請後、審査を行います。支給が認定された場合は、３週間ほどで「自立支援医療受給者証（育成医療）」をご自宅に送付しますので、医療機関へ御提示ください。（認定されなかった場合は、認定されなかった旨を記載した通知のみ送付します）
◎ 受給者証の記載事項に変更があった場合は、速やかに障がい福祉課へ御連絡ください。変更申請の手続について御説明します。
◎ 生活保護受給中の世帯及び、「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律による支援給付」を受けている方は、必要な書類が追加となる場合がありますので、障がい福祉課までお申出ください。
　



　　18歳未満で身体に障がいのある児童又はそのまま放置すると将来障がいを残すと認められる疾患がある児童で、その障がいを除去・軽減する手術等の治療によって確実に効果が期待できる場合、その障がいの除去・軽減に必要な医療に係る自立支援医療費の支給を行うものです。
①医療費が原則１割負担になります。

②「世帯」の所得や障がいによって、毎月の自己負担額に上限が設けられます。

③所得によっては、対象とならない場合があります。

④入院しても食事負担は自己負担となります。

⑤有効期間は、原則３か月以内です。障がいの内容により最長１年以内。



一定所得以下　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中間的な所得　　　　　　　　　 　　　一定所得以上
	世帯の所得による区分
	生活保護世帯

０円
	市民税非課税世帯
	市民税課税世帯

	
	
	保護者それぞれが年間収入８０万９千円以下

［低所得１］

負担上限額

月２，５００円
	保護者が年収
８０万９千円を超える

［低所得２］

負担上限額

月５，０００円
	市民税所得割額

３万３千円未満

［中間所得１］

負担上限額

月５，０００円
	市民税所得割額

３万３千円以上

２３万５千円未満

［中間所得２］

負担上限額

月１０，０００円


	市民税所得割額

２３万５千円以上

公費負担対象外

	自己負担
	
	
	
	
	
	

	障がいに
よる区分
	
	
負担上限額

月５，０００円
	負担上限額

月１０，０００円
	負担上限額

月２０，０００円



	自己負担
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経過的特例の期間終了後は、自己負担上限額・対象者が変更されます。）

★ 申請者（受診者）と同じ医療保険に加入している家族を、「世帯」とします。

　・住民票上は同じ世帯でも、加入している医療保険が異なれば、別の「世帯」です。

　・住民票上は別の世帯でも、加入している医療保険が同じであれば、同じ「世帯」です。

　＜世帯の範囲の特例＞

★ 上記「世帯」のうち、次の条件を全て満たしていれば、申請により別世帯とみなします。

　１ 受診者及びその配偶者が市民税非課税であり、この「世帯」に属する他の者が市民税課税であるとき。

　２ 同一「世帯」に属する他の者全員が受診者及びその配偶者を市民税上、扶養関係に基づく各種控除としていないこと。

　３ 受診者及びその配偶者が同一「世帯」に属する他の者の医療保険の被扶養者となっていないこと。

　

★　「世帯」における医療保険の保険料の算定対象となっている方の所得を確認します。

　・健保組合等の場合は、‘被保険者’の所得を確認します。‘被扶養者’の所得は確認しません。

　・国民健康保険の場合は、「世帯」内の被保険者全員の所得を確認します。

担当　　岡崎市福祉部障がい福祉課　障がい２係　電話 0564-23-6180　 FAX0564-25-7650





自立支援医療費（育成医療）制度の概要





自立支援医療費（育成医療）制度





自己負担について





重度かつ継続


①医療保険の高額療養費の多数該当の方


②腎臓機能障がいで人工透析（腹膜透析等）、腎移植術及び腎移植後の免疫抑制療法、小腸機能障がいで中心静脈栄養法、免疫機能障がいで抗HIV療法、心臓機能障がいで心臓移植後の抗免疫療法、肝臓移植後の抗免疫療法を受けている方





上記所得区分で「重度かつ継続」該当者





世帯の範囲について





※場合によって添付書類が必要になることがあります。詳しくは障がい福祉課にお問合せください。





「世帯」の所得について








